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運 用 報 告 書 
第８期<決算日2011年12月15日> 

 

  ＤＩＡＭストラテジックＪ－ＲＥＩＴファンド  

 
 

 
 当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／不動産投信 

信 託 期 間 
信託期間は2008年２月20日から2013年２月

20日までです。 

運 用 方 針 

主として国内金融商品取引所に上場してい

る不動産投資信託証券（以下「Ｊ－ＲＥＩ

Ｔ」といいます。）に投資し、信託財産の

成長を図ることを目的として積極的な運用

を行うことを基本とします。 

主要運用対象 

国内金融商品取引所に上場している不動産

投資信託証券及び短期金融資産を主要投資

対象とします。 

投 資 制 限 

投資信託証券への投資割合には制限を設け

ません。 

外貨建資産への投資は行いません。 

株式への直接投資は行いません。 

分 配 方 針 

年２回の決算時（原則として６月15日およ

び12月15日）に、経費控除後の利子配当等

収益および売買益（評価益を含みます。）

等のうち、基準価額水準、市況動向等を勘

案して分配金額を決定します。ただし、分

配対象額が少額の場合は分配を行わない場

合があります。 

 
 
 

 <運用報告書に関するお問い合わせ先> 
コールセンター：0120-506-860 
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで 
お客様のお取引内容につきましては、購入された
販売会社にお問い合わせください。 

 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼

申し上げます。 

 

 さて、「ＤＩＡＭストラテジックＪ－

ＲＥＩＴファンド」は、2011年12月15日

に第８期の決算を行いました。ここに、

期中の運用状況と収益分配金をご報告申

し上げます｡ 

 

 今後とも一層のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。 
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■最近５期の運用実績 

基 準 価 額 東証ＲＥＩＴ指数

決 算 期 
(分配落) 

税 込 み
分 配 金

期 中
騰 落 率

(配当込み)
（参 考）

期 中
騰 落 率

投 資 証 券 
組 入 比 率 

純 資 産
総 額

 円 円 ％ ポイント ％ ％ 百万円

４期（2009年12月15日） 6,670 0 0.0 1,174.26 0.1 96.9 1,188

５期（2010年６月15日） 7,265 0 8.9 1,256.94 7.0 95.2 881

６期（2010年12月15日） 9,006 250 27.4 1,597.99 27.1 81.9 3,303

７期（2011年６月15日） 8,263 200 △ 6.0 1,524.17 △ 4.6 93.8 7,909

８期（2011年12月15日） 6,444 200 △19.6 1,259.37 △17.4 95.0 2,799

（注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注２）東証ＲＥＩＴ指数は、東証の知的財産であり、これらの指数の算出、指数の公表、利用など同指数に関する権利は東証が有していま

す。東証ＲＥＩＴ指数の算出においては、電子計算機の障害または天災地変その他やむを得ない事由が発生した場合は、その算出を

延期または中止する場合があります。また、東証は、同指数がいかなる場合においても真正であることを保証するものではなく、同

指数の算出において、指数に誤謬が発生しても、東証は一切その賠償の責めを負いません（以下同じ）。 

 

 

 

■当期中の基準価額と市況の推移 

基 準 価 額 東 証 Ｒ Ｅ Ｉ Ｔ 指 数 
年 月 日 

 騰 落 率 （配当込み）
（参 考） 騰 落 率 

投 資 証 券
組 入 比 率

（期 首） 円 ％ ポイント ％ ％
2011 年 ６ 月 15 日 8,263 － 1,524.17 － 93.8

６ 月 末 8,225 △ 0.5 1,518.71 △ 0.4 92.6

７ 月 末 7,978 △ 3.4 1,479.66 △ 2.9 96.9

８ 月 末 7,867 △ 4.8 1,467.79 △ 3.7 96.2

９ 月 末 7,413 △10.3 1,390.73 △ 8.8 98.8

10 月 末 7,149 △13.5 1,356.22 △11.0 95.9

11 月 末 6,720 △18.7 1,278.42 △16.1 96.9

（期 末）  
2011 年 12 月 15 日 6,644 △19.6 1,259.37 △17.4 95.0

（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
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■当期の運用経過（2011年６月16日から2011年12月15日まで） 

 

《投資環境》 
 当期のＪ－ＲＥＩＴ市場は、ギリシャの債務問題

を中心とする欧州のソブリンリスク（国の信用力に

対するリスク）の再燃、米国の債務問題および米国

債の格下げを巡る混乱、米国や欧州のマクロ経済指

標の悪化などにより世界的なリスク回避の動きが強

まったことから、海外の株式市場や国内株式市場が

弱含む中、利益確定売りの動きに押されて下落基調

が続きました。日銀はＪ－ＲＥＩＴの買い入れを積

極的に行いＪ－ＲＥＩＴ市場を下支える強いメッ

セージを出していましたが、海外投資家やＪ－ＲＥ

ＩＴを組入れたファンドの解約による売却圧力には

抗しきれず、加えて複数の投資法人の公募増資の実

施もあり、日銀のＪ－ＲＥＩＴの買い入れを吸収し

てしまうほど需給の悪化が続き下落幅を広げました。

また、東京都心５区の空室率が改善を見せたこと、

実物不動産市場で大型取引が成立していることなど

ポジティブなニュースも散見されましたが、需給の

悪化に押されて相場を押し上げるまでには至りませ

んでした。2011年10月以降も日銀はＪ－ＲＥＩＴの

買い入れを実施したものの、その買い入れ金額が減

額された失望感もあって、投資家の見切り売りと見

られる大きな売りに押されて下落しました。 

 

期 首 期中高値 期中安値 期 末

2011.６.15 2011.７.１ 2011.11.28 2011.12.15

8,263円 8,264円 6,435円 
6,644円

(分配金込み)
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《運用経過》 

基準価額の推移 

 当期末の基準価額は6,444円となりました。１万口当たりの収益分配金額200円を加えると6,644円となり、

前期末に比べ19.59％下落しました。 

 

 

基準価額の騰落要因 

 当期のＪ－ＲＥＩＴ市場は、世界的なリスク回避の動きや、相次ぐ公募増資の発表による需給悪化への警戒

感から機関投資家を中心に利益確定売りの動きが強まり下落基調が続きました。８月には小幅に反発する場面

もありましたが、期を通じては下落となり、基準価額も下落しました。 

 

 

参考指標の推移 

 参考指標である東証ＲＥＩＴ指数（配当込み）は17.37％下落しました。 

 

 

参考指標との差異およびその要因 

 当ファンドは参考指標を2.22％下回りました。 

 プレミア投資法人や大和証券オフィス投資法人のオーバーウェイトによる銘柄選択効果がマイナスに寄与し

たことから、参考指標を下回りました。 

 

 

収益分配金 

 当期の収益分配金につきましては、利子・配当等収益より運用実績等を考慮し、１万口当たり200円とさせ

ていただきました。なお、収益分配金に充てなかった利益は信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて

運用いたします。 
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《今後の投資環境および運用方針》 
 欧州ソブリン問題は楽観できない状況にあり、また、米国や中国を含めた一部新興国でも経済に減速の兆候

が見られていることから、世界的なリスク回避の動きへの警戒感は根強く残っています。Ｊ－ＲＥＩＴ市場に

つきましては、日銀のＪ－ＲＥＩＴ買い入れ金額の減額、海外投資家やＪ－ＲＥＩＴを組入れたファンドの解

約による売却圧力など需給的な圧迫要因もありますが、日銀の包括緩和の基本方針に変更はなく下落局面での

Ｊ－ＲＥＩＴの買い入れ姿勢を維持すると思われることから、需給的な緩和が継続すればキャッシュフローの

安定度に着目した底堅さを取り戻すと思われます。 

 Ｊ－ＲＥＩＴが保有する優良物件は、稼働率が回復傾向にあり、募集賃料の下げ止まり感も出てきています。

金融機関の融資姿勢も、直近の借り換え動向を見ると、コストの低下・長期化などＪ－ＲＥＩＴへの貸出がよ

り緩和されており、それがＪ－ＲＥＩＴが物件取得を積極的に行えるひとつの要因にもなっています。 

 割安感の強い低位銘柄のバリュエーション修正を睨み、純資産価値やその創出するキャッシュフローをベー

スにした価値から判断して、割安感の強い銘柄を中心にバランス良く保有する方針です。 

 今後の不動産市況の動向や業績の変化を注視しつつ、個別銘柄については定量的な分析を踏まえ、割安と判

断した銘柄や成長性が見込める銘柄を中心に組入れる方針を継続します。 
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■１万口（元本10,000円）当たりの費用の明細 

項 目 当 期 

(a) 信 託 報 酬 37円

 （投 信 会 社） (17) 

 （販 売 会 社） (18) 

 （受 託 銀 行） ( 2) 

(b) 売 買 委 託 手 数 料 12 
 （投 資 証 券） (12) 

(c) 保 管 費 用 等 0 

 合 計 49 

 

（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む。）

は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、下記

の簡便法により算出した結果です。 
経過日数

(a) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率× 
365 

期中の売買委託手数料  
(b) 売買委託手数料＝

期中の平均受益権口数  

期 中 の 保 管 費 用 等  
(c) 保管費用等＝

期中の平均受益権口数  

（注２）保管費用等には、監査報酬等が含まれております。 

（注３）各項目ごとに円未満は四捨五入しております。 

 

 

 

■売買及び取引の状況（2011年６月16日から2011年12月15日まで） 

 投資証券 

 買 付 売 付 

 口 数 金 額 口 数 金 額 

 口 千円 口 千円

国 内 5,610 1,117,369 20,914 4,741,947 

（注）金額は受渡代金です。 

 

■主要な売買銘柄（2011年６月16日から2011年12月15日まで） 

 国内投資証券 

買 付 売 付 

銘 柄 名 口 数 金 額 平均単価 銘 柄 名 口 数 金 額 平均単価

口 千円 円 口 千円 円
森ヒルズリート投資法人 430 119,316 277,480 日本ビルファンド投資法人 584 457,932 784,130
産業ファンド投資法人 266 107,190 402,971 大和証券オフィス投資法人 1,420 321,442 226,368
アドバンス・レジデンス投資法人 653 104,330 159,772 日本リテールファンド投資法人 2,526 299,738 118,661
東急リアル・エステート投資法人 198 102,137 515,844 グローバル・ワン不動産投資法人 459 290,285 632,431
野村不動産オフィスファンド投資法人 150 74,892 499,285 ジャパンリアルエステイト投資法人 366 265,839 726,336
ジャパンエクセレント投資法人 197 71,767 364,301 野村不動産オフィスファンド投資法人 521 252,142 483,959
日本賃貸住宅投資法人 1,935 64,562 33,365 アドバンス・レジデンス投資法人 1,415 222,701 157,386
トップリート投資法人 143 63,882 446,729 日本アコモデーションファンド投資法人 364 211,722 581,656
オリックス不動産投資法人 125 47,582 380,659 ケネディクス不動産投資法人 801 204,778 255,654
ユナイテッド・アーバン投資法人 538 46,556 86,536 森ヒルズリート投資法人 731 200,262 273,957

（注）金額は受渡代金です。 
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■利害関係人との取引状況等（2011年６月16日から2011年12月15日まで） 
 期中の利害関係人との取引はありません。 
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。 
 

■組入資産の明細 
  
(1）ファンド・オブ・ファンズが組入れた邦貨建ファンドの明細 

期首(前期末) 当 期 末 
銘 柄 

口 数 口 数 評 価 額 比 率

不動産ファンド 口 口 千円 ％
日本アコモデーションファンド投資法人 423 59 30,326 1.1
ＭＩＤリート投資法人 1,081 372 71,126 2.5
森ヒルズリート投資法人 624 323 81,396 2.9
野村不動産レジデンシャル投資法人 319 143 47,476 1.7
産業ファンド投資法人 188 233 90,171 3.2
アドバンス・レジデンス投資法人 1,313 551 77,140 2.8
日本ビルファンド投資法人 979 445 304,380 10.9
ジャパンリアルエステイト投資法人 624 308 187,880 6.7
日本リテールファンド投資法人 3,934 1,648 185,564 6.6
オリックス不動産投資法人 620 279 90,117 3.2
日本プライムリアルティ投資法人 1,324 643 122,041 4.4
プレミア投資法人 1,083 604 150,758 5.4
東急リアル・エステート投資法人 282 146 54,750 2.0
グローバル・ワン不動産投資法人 712 283 136,406 4.9
野村不動産オフィスファンド投資法人 638 267 105,331 3.8
ユナイテッド・アーバン投資法人 308 585 47,092 1.7
森トラスト総合リート投資法人 84 13 7,774 0.3
フロンティア不動産投資法人 277 129 85,785 3.1
平和不動産リート投資法人 8,258 3,856 138,816 5.0
日本ロジスティクスファンド投資法人 81 86 54,696 2.0
ケネディクス不動産投資法人 1,437 758 163,955 5.9
積水ハウス・ＳＩ投資法人 854 291 83,749 3.0
大和証券オフィス投資法人 2,087 717 114,361 4.1
阪急リート投資法人 96 20 6,590 0.2
トップリート投資法人 303 145 48,647 1.7
大和ハウス・レジデンシャル投資法人 119 71 34,151 1.2
日本賃貸住宅投資法人 2,376 2,350 73,555 2.6
ジャパンエクセレント投資法人 412 207 64,584 2.3

口 数 ・ 金 額 30,836 15,532 2,658,622 －
合 計 

銘 柄 数 ・ 比 率 28銘柄 28銘柄 － 95.0
（注１）比率は期末の純資産総額に対する投資証券評価額の比率です。 
（注２）評価額の単位未満は切り捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。なお、合計は、四捨五入の関係で合わない場

合があります。 
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(2）純資産総額の10％を超える不動産投資信託証券に関する組入投資信託証券の内容 

■日本ビルファンド投資法人（2011年12月15日現在組入比率：10.9％） 

① 投資法人の目的及び基本的性格 

 本投資法人は、投信法に基づき、資産を主として特定資産に対する投資として運用することを目

的及び基本的性格として設立された法人であり、本投資法人からその資産の運用を委託された資産

運用会社（日本ビルファンドマネジメント株式会社）がこれを運用するものです。 

 本投資法人の特色は、主として東京都心部、東京周辺都市部及び地方都市部に立地する主たる用

途がオフィスである建物及びその敷地から構成される不動産並びにかかる不動産を裏付けとする有

価証券及び信託の受益権その他の資産に投資をすることによって、中長期的な観点から、本投資法

人に属する資産の着実な成長と安定した収益の確保をめざして運用を行うことです。本投資法人は、

投資主の請求による投資口の払戻が認められないクローズド・エンド型です。 

 なお、本投資法人は、資産の運用以外の行為を営業として行うことができません。 
（注）東京都心部、東京周辺都市部及び地方都市部とは、それぞれ以下の地域を指すものとします。 

東京都心部 都心９区（東京都千代田区、港区、中央区、新宿区、品川区、渋谷区、豊島区、文
京区及び目黒区） 

東京周辺都市部 
東京都心部以外の東京都14区及び都下・郊外（１都６県（東京（東京23区を除きま
す。）、神奈川、千葉、埼玉、茨城、群馬及び栃木））に所在する都市（武蔵野、
立川、横浜、川崎、千葉、柏、さいたま等） 

地方都市部 上記以外の道府県に所在する主要都市（札幌、仙台、新潟、静岡、浜松、名古屋、
京都、大阪、神戸、岡山、広島、高松、福岡、熊本等） 

 

② 開示されている直近決算期における投資口１口当たりの資産運用報酬等 

項 目  

(a) 資 産 運 用 報 酬 1,698円

(b) 資 産 保 管 手 数 料 63円

(c) 一 般 事 務 委 託 手 数 料 89円

(d) 役 員 報 酬 30円

(e) 会 計 監 査 人 報 酬 23円

(f) そ の 他 営 業 費 用 211円

※対象決算期：自平成23年１月１日 至平成23年６月30日 

（注１）円未満は四捨五入 

（注２）１口当たりの資産運用報酬等は、下記の簡便法により算出

した数値です。 
 対象決算期の各費用の額  

 対象決算期間の日数による加重平均発行済口数 

 

 <ご参考> 

投資口１口当たりの価額 684,000円 

（2011年12月15日） 
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■投資信託財産の構成 2011年12月15日現在

当 期 末 
項 目 

評 価 額 比 率 

 千円 ％
投 資 証 券 2,658,622 90.1 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 292,190 9.9 

投 資 信 託 財 産 総 額 2,950,812 100.0 
 

■資産、負債、元本および基準価額の状況 
(2011年12月15日)現在 

項 目 当 期 末 

(A) 資 産 2,966,912,167円

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 233,850,391 

 投 資 証 券(評価額) 2,658,622,200 

 未 収 入 金 21,854,291 

 未 収 配 当 金 36,485,285 

 差 入 委 託 証 拠 金 16,100,000 

(B) 負 債 167,325,196 

 未 払 金 17,522,706 

 未 払 収 益 分 配 金 86,892,725 

 未 払 解 約 金 22,653,481 

 未 払 信 託 報 酬 24,036,190 

 差入委託証拠金代用有価証券 16,100,000 

 そ の 他 未 払 費 用 120,094 

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 2,799,586,971 

 元 本 4,344,636,290 

 次 期 繰 越 損 益 金 △1,545,049,319 

(D) 受 益 権 総 口 数 4,344,636,290口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 6,444円

＜注記事項＞ 

※ 期首元本額                9,571,444,951円 

期中追加設定元本額             193,928,394円 

期中一部解約元本額            5,420,737,055円 

※ 担保資産 

代用として担保を提供している資産は次の通りです。 

投資証券                  12,200,000円 

■損益の状況 
当期 自2011年６月16日 至2011年12月15日 

項 目 当 期 

(A) 配 当 等 収 益 95,248,028円

 受 取 配 当 金 95,171,373 
 受 取 利 息 76,655 
(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △ 768,608,898 
 売 買 益 269,814,568 
 売 買 損 △1,038,423,466 
(C) 信 託 報 酬 等 △  24,156,284 
(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 697,517,154 
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 △ 277,637,926 
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 △ 483,001,514 
 (配 当 等 相 当 額) (  320,069,803)
 (売 買 損 益 相 当 額) (△ 803,071,317)
(G)    計   (Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) △1,458,156,594 
(H) 収 益 分 配 金 △  86,892,725 
 次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ＋Ｈ) △1,545,049,319 
 追 加 信 託 差 損 益 金 △ 498,802,495 
 (配 当 等 相 当 額) (  304,268,822)
 (売 買 損 益 相 当 額) (△ 803,071,317)
 繰 越 損 益 金 △1,046,246,824 

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含み

ます。 

（注２）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含

めて表示しています。 

（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、

追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいま

す。 

（注４）分配金の計算過程 

計算期間末における費用控除後の配当等収益（71,091,744

円）、費用控除後、繰越欠損金を補填した有価証券売買等

損益（0円）、信託約款に規定される収益調整金

（320,069,803円）及び分配準備積立金（0円）より分配対

象収益は391,161,547円（１万口当たり900.33円）であり、

うち86,892,725円（１万口当たり200円）を分配金額とし

ております。 
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■分配金のお知らせ 
１万口当たり分配金   200円 

※分配金を再投資する場合、分配金は税引後自動的に無手数料で再投資されます。 

 

分配金の課税上の取扱いについて 
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「特別分配

金」があります。 
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配

金の全額が普通分配金となります。 
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が特別分配

金、残りの額が普通分配金となります。 
・特別分配金が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本か

ら当該特別分配金を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となりま
す。 

 

 

 

 




